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　私の郷里である岩手県久慈市は、三陸沿岸道路の

北部に位置し、地元に帰るたびに復興の象徴ともい

える高速道路の工事進捗が気になっていました。そ

のような中、宮古周辺の三陸沿岸道路が開通し、釜

石での仕事の打ち合せを終えて郷里へ帰る時、未供

用のため一部の一般道の走行はありましたが、釜石

－宮古－久慈間の真新しい道路を走ることができま

した。三陸沿岸はリアス地形で起伏が激しく、並走

する一般国道45号は、急坂・急カーブの連続です。

かつては海であったであろう二億年前の三陸ジオパ

ークに架かるこの無料の高速道路の運転は極めて快

適でした。昭和40年後半の国道45号の改築完成時に

仙台～十和田間が10時間以上もかかっていた道のり

は、間もなく当時と比べて５時間も短縮され、地域

経済の活性に大きな期待が寄せられています。

　ただ仕事柄でしょうか、思い出してしまうのは、

「最後の警告、今すぐ本格的なメンテナンスに舵を

切れ」。平成26年に発表された道路の老朽化対策に関

する提言の冒頭分です。「この快適な三陸沿岸道路の

メンテナンスをどうする？現在は無料開放している

がいつか有料に変わる？」こんなことが頭をよぎり

ながらの運転でした。

　ところで高速料金は、その時々の事情で整備を進

めてきたためなのか、費用負担の考え方なのでしょ

うか、有料区間と無料区間が入り混じっています。

どうやら有料道路は高速道路会社が道路を建設し、

利用者から料金を徴収して建設にかかった費用を賄

う。公共事業では、国が税金を投じて進める事業の

ため通常の国道と同じように無料で開放する。合併

施工は、国と高速道路会社の両方が事業費を出し合

い有料道路として運用する。といった具合のようで

す。

そんな折、震災から10年の2021.03.11.中央紙にショ

ッキングな記事が載っていたので概要を紹介しま

す。

　　岩手、宮城、福島３県で行われた高台への集団

移転の宅地開発に伴って、インフラの新設を余儀

なくされ、上下水道と道路の維持管理費は、震災

前より年間131億円（50％）増え、人口減少が続

く被災地では、費用の捻出が課題となる。３県の

沿岸37市町村では、簡易水道を含む上水道が1081

㌔（8％）、下水道が997㌔（10％）、市町村管理の道

路が613㌔（3％）被災前と比べ増えたことがわか

った。被災した上下水道・道路の復旧費や新設費

は、復興交付金などの国費で賄われた。一方、維

持管理費は自治体の負担となり、人口減が続く被

災地の自治体では「市民税や固定資産税の収入が

減り、新たな予算の確保は難しい」との声が上が

る。

　インフラ計画について将来の見通しを含めて論ず

ることは極めて重要だと思います。ただ私見ではあ

りますが、その時々の状況でエイッと物事を進めて

いかなければならない事もあり、この10年復興に向

かってモノを作ってきました。ただインフラメンテ

ナンスについては、なかなか建設業のなかでも一般

の人に理解してもらう宣伝やアピールが弱く、私た

ちの道路といった意識の薄さがうかがえます。新聞、

TV報道、今ならYouTube等、メンテナンス現場の

最前線でカッコよく働く姿を広く世間にPRし、一

般の方々から理解を得る努力が必要だと感じていま

す。

沖《《《《《《《《《《《《《《《《《《《《《《《《《《《《《《《《《《

〉
〉
〉
〉
〉
〉
〉
〉
〉
〉
〉
〉
〉
〉
〉
〉
〉
〉
〉
〉
〉
〉
〉
〉
〉
〉
〉
〉
〉
〉
〉
〉
〉
〉

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

南都田幼稚園
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　奥州市は、市立幼稚園や保育園

の施設再編の関連で、胆沢地域の

認定こども園の整備に関して、民

間市場調査を実施した結果、１件

の提案があったことを明らかにし

た。胆沢南都田字塚田の南都田幼

稚園の土地と隣接する旧南都田中

学校跡地を活用して施設を整備す

る市の考えについて、民間事業者

から整備の意向や企画提案がある

かを調査したもので、市では関係

する委員会などでの審議を経て、

最終的な市の事業方針を決定し

て、整備を進めていきたいとして

いる。市場調査の結果については、

市議会の全員協議会で示されたも

ので、全員協議会では市立幼稚園、

保育園の具体的な統廃合の方法や

時期に関するロードマップ案につ

いても示された。

　市によると、民間市場調査は今

年１月12日から２月12日までで実

施。南都田幼稚園の土地、旧南都

田中学校跡地の一部、約7052平方

㍍が対象で、建物として同園園舎

と車庫が立地する。

　市では、幼保連携型認定こども

園を整備する意向を提示した上

で、①既存土地および園舎の活用

方法、運営の特徴、保育士確保な

どの概要②園舎の解体、更地の活

用を希望する場合の内容－につい

て企画提案を求めた。

　保育事業の実績として施設経営

の実績がある場合の内容、整備に

当たって市に期待する措置などと

して①周辺の公共施設、当該土地

および園舎の活用に関すること②

政策的、規制緩和、賃貸借料など

の措置に関することーについても

提案がある場合は求めた。

　結果、１法人から認定こども園

の整備意向を示す企画提案書が提

出された。胆沢地域教育・保育施

設再編準備委員会での協議、子ど

も・子育て会議での審議を経て、

最終的な市の事業方針の決定のも

と整備を進めていきたいとしてい

る。

　市立幼稚園や保育園の施設再編

についてまとめた「市立教育・保

育施設再編計画」に関しては、保

育施設に入所できない待機児童の

解消、老朽化が進み改築が必要な

市立幼稚園、保育園の今後の対応

などに向け、17年度にまとめたも

のとなっている。計画では、新た

な施設整備や現行施設の廃止など

が示されており、このうち胆沢地

区については、二つの認定こども

園を新たに整備する内容が示され

ている。

　市では、「想定より子どもの数が

減っており、まず一つ目のこども

園を整備したい」との考えを示す。

奥州市立教育・保育施設の統廃合

ロードマップ案では、南都田幼稚

園と若柳幼稚園を統合した定員90

人程度の認定こども園を23年度ま

でに整備する目標が提示されてい

る。

　奥州市が市議会全員協議会で示

した市立幼稚園、保育園の施設再

編のロードマップ案は、今年度以

降の具体的な統廃合の方法と時期

の素案を提示したものとなってい

る。今後、市民の意見などを踏ま

えて、今年度内の成案化を目指す

構え。

　17年度に策定した「市立教育・

保育施設再編計画」では、保育施

設に入所できない待機児童の解

消、老朽化が進み改築が必要な市

立幼稚園、保育園の今後の対応な

どについてまとめたものとなって

いる。

　21年４月の時点で17の施設につ

いて、将来的に６施設の存続とす

る計画。現時点での再編状況を見

ると、水沢の上姉帯幼稚園と黒石

幼稚園、前沢の前沢南幼稚園、前

沢北幼稚園、前沢東幼稚園、胆沢

の小山西幼稚園、衣川の衣里幼稚

園が廃止や統合済み。このうち、

前沢南幼稚園、前沢北幼稚園、前

沢東幼稚園を統合した前沢北こど

も園は、20年度に新設され開園し

た。

　今後について

みると、水沢の

佐倉河幼稚園、

羽田幼稚園、み

なみ保育園、江

刺の岩谷堂幼稚

園、江刺南保育

園が廃止予定と

なっている。江

刺の梁川保育所

と広瀬保育所は

玉里保育所へ先

行統合し、認定

こども園の整備を計画。胆沢の小

山東幼稚園は認定こども園化、南

都田幼稚園と若柳幼稚園は認定こ

ども園を整備して廃止を予定して

いる。

　存続は、水沢のいずみ保育園、

江刺の田原保育所、稲瀬わかば園、

前沢の前沢保育所、前沢北こども

園、衣川のあゆみ園となる。この

うち、いずみ保育園は子育て支援

施設への変更、田原保育所と前沢

保育所については認定こども園へ

の認可変更を、将来的に見込んで

いる。

　廃止の年度は、23年度が佐倉河

や羽田、岩谷堂の各幼稚園、江刺

南保育園。24年度にみなみ保育園

となっている。南都田と若柳幼稚

園は、認定こども園を23年度まで

に整備した上で、同年度の廃止を

目標としている。

　江刺地区の認定こども園の整備

に関しては、定員を先行統合した

玉里保育所の利用人数により検討

する構え。24年度を開園目標に置

いており、今後整備地などを検討

するとともに、整備に係る民間市

場調査を実施する可能性も示唆し

ている。

　小山東幼稚園は、24年度まで存

続。その後、同園への入園状況を

確認しながら、認定こども園化を

図る素案としている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　東京航空局は20日付で、花巻Ｒ

ＣＡＧ整備その他工事を公告し

た。申請書などの提出は５月11日

まで、入札締め切りは同月27日、

開札が翌28日を予定。（関連６面）

　施工は、札幌航空交通管制部の

危機管理体制構築に伴い、無線電

話装置の整備および無線電話制御

監視装置（ＲＣＭ－14Ａ型）の設

置を行う。加えて、新千歳空港事

務所での花巻ＲＡＤＩＯバックア

ップに供するための無線電話制御

監視装置（ＲＣＭ－11Ｂ型）の設

置を花巻空港出張所で行う。

　工事内容を詳しく見ると、花巻

空港出張所での無線電話装置（Ｔ

Ｖ／ＲＶ－14Ａ型、ＴＵ／ＲＵ－

14Ａ型）更新工事、無線電話制御

監視装置（ＲＣＭ－14Ａ型、ＲＣ

Ｍ－11Ｂ型）設置工事、無線電話

制御監視装置（ＲＣＭ－14Ａ型、

ＲＣＭ－11Ｂ型）移設工事、機器

（ＴＶ／ＲＶ－07型、ＴＵ／ＲＵ

－07型）撤去工事が内容となる。

工期が10月29日まで。

　参加資格は、国土交通省の電気

通信工事業」ＡまたはＢ等級で、

東京航空局における競争参加資格

を有する者。地域要件が、東京航

空局管内に建設業に基づく本店、

支店または営業所のいずれかを有

する者となっている。

　施工実績については、①航空機

監視用のレーダー施設、航空交通

管制業務に係る管制塔施設（ＣＣ

ＳⅡ：管制部または空港事務所設

置の管制官卓）、ＩＬＳ施設のいず

れかを１件以上②飛行場管制業

務、航空管制運航情報業務のうち

運航援助情報業務の放送業務また

は対空援助業務に係る通信制御装

置（ＣＣＳⅢ：ＣＣＳⅡ以外の管

制卓）、ＶＯＲ／ＤＭＥ（もしくは

ＴＡＣＡＮ）施設のいずれかを１

件以上③Ａ／Ｇまたは、ＮＤＢを

１件以上④航空保安用の電気通信

工事、空港場周警備設備、空港海

上警備設備、空港防護設備、空港

安全推進ネットワーク、保安防災

指令装置、または①②③に掲げる

施設の撤去工事を２件以上－のい

ずれかを付している。

　東日本高速道路東北支社八戸管

理事務所は20日付で、条件付一般

競争入札で実施する八戸自動車道

八戸管内伸縮装置取替設計20日付

で公告した。案件は、条件付一般

競争の総合評価。入札参加希望者

の申請期限は５月11日まで、入札

締め切りは６月１日、翌２日の開

札を予定している。（関連６面）

　今回の業務は、八戸道の二戸市

浄法寺町の浄法寺ＩＣ～青森県八

戸市大字根城の八戸ＩＣ、八戸市

大字根城の八戸ＪＣＴ～八戸市大

字市川町の八戸北ＩＣ、八戸市大

字市川町の八戸北ＩＣ～青森県お

いらせ町の下田百石ＩＣが個所と

なる。

　業務内容は、八戸管内の伸縮装

置の取替設計で、維持修繕設計と

して伸縮接手40枚が業務概算数量

となっている。委託期間が300日

間。

　主な入札参加資格は、ＮＥＸＣ

Ｏ東日本の橋梁設計。審査基準日

において、実績には、道路橋にお

ける維持修繕設計の橋梁付属物設

計を付している。


